
令和４年12月

A B

公 共 事 業 費 1,971 1,979 935 2,914

（対前年度比） 100.4% 147.9%

一般公共事業費 1,867 1,875 695 2,570

（対前年度比） 100.4% 137.6%

治  山  事 業 費 620 623 256 879

（対前年度比） 100.4% 141.7%

森林整備事業費 1,247 1,252 439 1,691

（対前年度比） 100.4% 135.6%

災害復旧等事業費 103 104 240 344

（対前年度比） 100.6% 332.3%

非 公 共 事 業 費 1,005 1,077 227 1,304

（対前年度比） 107.2% 129.8%

2,976 3,057 1,162 4,218

（対前年度比） 102.7% 141.7%

2 上記のほか、農山漁村地域整備交付金及び農山漁村振興交付金に、林野関係事業を措置している。

3 金額は、関係ベース。ただし、デジタル庁計上の政府情報システム予算を除く。

4 計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。

億円 億円 億円 億円

合　　　　　　計

（注）１ 林野公共関係予算の総合計は2,634億円（令和５年度当初予算概算決定額として林野公共事業1,875億
円、令和４年度補正予算額として林野公共事業695億円のほか、路網の整備・機能強化対策（非公共）64
億円（R５当初・R４補正）を措置。）

令和５年度　林野関係予算の概要

区　　　    分

４年度
予算額

５年度
概算決定額

４年度
補正追加額

A＋Ｂ
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令和５年度林野関係予算の重点事項 

 

５年度当初予算 ３，０５７億円（２，９７６億円） 

４年度補正予算 １，１６２億円 
（※）各事項の下段（ ）内は、令和４年度当初予算額 

 

 

１ 食料安全保障の強化に向けた構造転換対策 
 
 【５年度当初】  【４年度補正】 

 
① 燃油・資材の森林由来資源への転換等対策 

 

・燃油・資材の価格高騰に対応するため、きのこの

生産施設の省エネ化や生産資材導入を支援すると

ともに、木質バイオマスの収集・運搬、木質燃料

の製造・熱利用に向けた取組等を支援 

 

 

（林業・木材産業循環成長対策のうち  

木質バイオマス・特用林産物関係） 

４億円 

（－） 

 

  

 

４９９億円の内数 
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２ カーボンニュートラル実現に向けた森林・林業・木材産業によるグリーン成長 
 

 【５年度当初】  【４年度補正】 

 
① 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策等 

 

・カーボンニュートラルを見据えた森林・林業・木

材産業によるグリーン成長を実現するため、川上

から川下までの取組を総合的に支援 

 
 １０３億円 

（１１６億円） 
   

（森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策）  

９８億円 

（１１６億円） 

（林業デジタル・イノベーション総合対策） 

６億円 

（－） 

 

 

（国内森林資源活用・木材産業国際競争力強化対策）

４９９億円の内数 

 

 

ア 林業・木材産業循環成長対策 

 

・国産材供給体制の強化と森林資源の循環利用の

確立に向け、木材加工流通施設の整備、路網の

整備・機能強化、高性能林業機械の導入、搬出

間伐の実施、造林に係る新規参入者等の多様な

担い手の育成等とともに、再造林の低コスト化

、エリートツリー等の安定供給、特用林産振興

施設整備等の推進に向けた取組を支援 

 

 

７２億円 

（－） 

 

 

 

 

イ 建築用木材供給・利用強化対策 

 

・木質耐火部材や JAS構造材等の建築物への利用

実証・普及、大径材活用に向けた技術開発、木

材の持続的・安定的な供給体制の構築、製材や

ＣＬＴ等の建築物への利用環境整備等を支援 

 

 
１２億円 

（１３億円） 

 

 

ウ 木材需要の創出・輸出力強化対策 

 

・非住宅等の木質化に向けた木の効果の見える化

や工務店等の技術サポート、木材製品の輸出促

進、業種・品目別の合法性確認手引き作成など

の合法伐採木材の利用促進等を支援 

 

 

 

 

 

 

 

    ４億円 

   （４億円） 
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 【５年度当初】  【４年度補正】 

 

エ 「新しい林業」に向けた林業経営育成対策 

 

・伐採から再造林・保育に至る収支をプラス転換

する「新しい林業」の実現に向け、新たな技術

の導入による経営モデルの構築等を推進 

 

 

 ３億円 

（３億円） 

 

 

オ カーボンニュートラル実現に向けた国民運動

展開対策 

 

・植樹等の森林づくりや木材利用を国民運動とし

て進めていくため、企業やボランティア団体等

とのマッチング、建築物等での木材利用拡大の

機運醸成、森林クレジット創出拡大に係る取組

等を推進 

 

 

 １億円 

 （２億円） 

 

 
② 国内森林資源活用・木材産業国際競争力強化対

策＜一部公共＞ 

 

・外材の輸入圧に対抗するための木材産業の国際競

争力強化及び木材不足・価格高騰（いわゆるウッ

ドショック）の経験を踏まえた国産材のシェア拡

大による海外情勢の影響を受けにくい需給構造の

構築に向け、生産基盤や製品供給力の強化、国産

材の需要拡大、国産木材製品への転換など、川上

から川下まで総合的かつ一体的に支援 

 

   

４９９億円の内数 

 

 

③ 林業デジタル・イノベーション総合対策 

 

・林業機械の自動化・遠隔操作化や木質系新素材の

開発・実証、森林資源情報のデジタル化、ＩＣＴ

等を活用した生産管理の効率化、地域一体となっ

てデジタル技術をフル活用する戦略拠点の構築等

を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ６億円 

（－） 
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 【５年度当初】  【４年度補正】 

 
④ 林業・木材産業における「人への投資」総合対

策 

 

・新規就業者等への体系的な研修、就業前の青年へ

の給付金支給、高校生等の就業体験や女性の活躍

、森林プランナーの育成、労働力のマッチング、

外国人材の受け入れに向けた条件整備、労働安全

対策、森林経営管理制度を担う技術者の育成等、

多様な担い手の確保・育成の取組を推進 

 

 

 
（森林・林業担い手育成総合対策） 

４７億円 
（４８億円） 
         

（林業・木材産業循環成長対策） 

７２億円の内数 
（－） 

         
（建築用木材供給・利用強化対策） 

１２億円の内数 

（１３億円の内数） 
         

（林業デジタル・イノベーション総合対策） 

６億円の内数 
（－） 

 

 

（林業従事者等確保緊急支援対策）  

３億円 

 
⑤ 森林・山村地域振興対策 

 

・森林の多面的機能の発揮と関係人口の拡大による

山村地域の活性化を図るため、地域の活動組織が

実施する森林の保全管理、森林資源の利用、新た

な森林コンテンツの育成・普及に向けた取組等を

支援 

 

 
１１億円 

（１４億円） 

 

 

 

⑥ 花粉発生源対策推進事業 

 

・花粉症対策苗木や広葉樹等への植替え、花粉飛散

防止剤の実証、スギ雄花の着花状況等の調査の実

施とヒノキ雄花の観測精度向上のための調査手法

の開発のほか、これらの成果の普及啓発等を一体

的に支援 

 

 

１億円 

（１億円） 

 

 

⑦ 森林整備事業＜公共＞ 

 

・森林吸収量の確保・強化や国土強靱化、林業の持

続的発展等のため、間伐の着実な実施に加え、主

伐後の再造林、幹線となる林道の開設・改良等を

推進 

 
 
 
 
 
 

 

１，２５２億円 

（１,２４７億円） 

 

４３９億円 
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 【５年度当初】  【４年度補正】 

 

⑧ 治山事業＜公共＞ 

 

・激化する降水形態や活発化する地震及び火山活動

に対応するため、機動的な事業実施等による復旧

の加速化・効率化、危険度の高まった地域におけ

る事前防災力の向上等を推進 

 

 

６２３億円 

（６２０億円） 

 

２５６億円 

 

⑨ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞ 

 

・地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整

備や農山漁村の防災・減災対策に必要な交付金を

交付 

 

 

７７４億円 

（７８４億円） 

 

 
  



- 6 - 
 

 

３ 防災・減災、国土強靱化と災害復旧等の推進 
 

⑴ 防災・減災、国土強靱化の推進 
 

 【５年度当初】  【４年度補正】 

 

① 治山施設の設置等による対策＜公共＞ 

 

・森林の防災・保水機能を適切に発揮するため、山

地災害危険地区や氾濫した河川の上流域等におい

て、治山施設の整備等による流木・土石流・山腹

崩壊の抑制対策等を実施・支援 

 

 

 

  

２５６億円 

 

② 森林整備による対策＜公共＞ 

 

・森林の防災・保水機能を適切に発揮するため、重

要なインフラ施設の周辺や氾濫した河川の上流域

等での間伐等や、林道の開設・改良等の対策を実

施・支援 

 

 

 

  

１６４億円 

 

⑵ 令和４年８月の大雨等の災害からの復旧・復興 

 

① 災害復旧等事業＜公共＞ 

 

・被災した治山施設、林道施設等の速やかな復旧等

を実施・支援 

 

 

１０４億円 

（１０３億円） 

 

 

２４０億円 
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森林・林業・⽊材産業グリーン成⻑総合対策のうち
林業・⽊材産業⾦融対策 【令和５年度予算概算決定額 554（729）百万円】

＜対策のポイント＞
森林・林業・⽊材産業によるグリーン成⻑及び森林の公益的機能の発揮を実現するため、意欲と能⼒のある経営者等が⾏う設備投資等に対する融資の充
実・円滑化等を図り、⽊材の安定供給体制の構築等を⽀援します。

＜政策⽬標＞
国産材の供給・利⽤量の増加（34百万m3 ［令和３年］→ 42百万m3 ［令和12年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．林業施設整備等利⼦助成事業 244（289）百万円
○ 森林経営管理法に基づく経営管理実施権の設定を受けられる林業経営者や⾃
然災害の被害を受けた林業経営者等が（株）⽇本政策⾦融公庫等から資⾦を
借り⼊れる場合⼜は新型コロナウイルス感染症等の影響を受けた林業者が２の事
業を活⽤して償還負担の軽減を⽬的とした資⾦を⺠間⾦融機関から借換えを⾏う
場合、最⼤２％・最⻑10年間の利⼦助成(借換えの場合は５年間)を⾏います。

２．林業信⽤保証事業 310（440）百万円
○ （独）農林漁業信⽤基⾦に対して以下の経費（新型コロナウイルス感染症等対

策分を含む）を⽀援し、林業者等に対する融資の円滑化等を図ります。

［お問い合わせ先］林野庁企画課（03-3502-8037）

 信⽤基⾦の財務基盤や保証料率の維持等を図るために必要な経費
 重⼤な災害からの復旧、⽊安法に基づく計画の実施、事業承継・創業等に債務
保証を利⽤する場合、債務保証に係る保証料を実質免除するために必要な経費

 経営合理化等に必要な運転資⾦の低利融資制度の実施に必要な経費
 林業経営者に対する経営改善発達に係る助⾔等の実施に必要な経費

都道府県

＜事業の流れ＞

国
（独）農林漁業信⽤基⾦

全国⽊材協同組合連合会
林業者等

定額 利⼦助成

債務保証等交付
（定額）

（１の事業）

（２の事業）
⾦融機関等

貸付

利払い

原資貸付
原資供給

林業・⽊材産業⾦融対策

交付⾦

原資貸付

原資供給

貸付貸付

保証
出資

・
保証料

経
営
改
善
発
達
⽀
援

都道府県

全国⽊材協同
組合連合会

補助⾦

林野庁

利⼦助成⾦
⽀払

貸付
（実質無利⼦）

林業者等

債務保証 運転資⾦の低利融資

林業施設整備等
利⼦助成事業 林業信⽤保証事業

⾦融機関（（株）⽇本政策⾦融公庫）

（独）農林漁業信⽤基⾦
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